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款 　　項　　　　目　　 頁 予 算 額 構 成 比 ％ 款 　　項　　　　目　　 頁 予 算 額 構 成 比 ％

1 市 税 21 5,958,577 38.2 1 議 会 費 34 171,293 1.1

2 地 方 譲 与 税 21 163,000 1.0 2 総 務 費 35 1,774,588 11.4

3 利 子 割 交 付 金 22 18,000 0.1 3 民 生 費 56 5,219,542 33.5

4 配 当 割 交 付 金 22 7,000 0.0 4 衛 生 費 67 1,808,800 11.6

5 株式等譲渡所得割交付金 22 4,000 0.0 5 労 働 費 75 140,015 0.9

6 地 方 消 費 税 交 付 金 22 460,000 3.0 6 農 林 水 産 業 費 76 335,555 2.2

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 23 45,000 0.3 7 商 工 費 82 331,016 2.1

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 23 40,000 0.3 8 土 木 費 86 1,461,868 9.4

10 国有提供施設等所在市町村助成交付金 23 68,000 0.4 9 消 防 費 96 876,239 5.6

11 地 方 特 例 交 付 金 23 47,000 0.3 10 教 育 費 98 1,444,199 9.3

12 地 方 交 付 税 23 3,270,000 21.0 11 災 害 復 旧 費 117 7,964 0.1

13 交通安全対策特別交付金 24 8,575 0.1 12 公 債 費 118 1,979,429 12.7

14 分 担 金 及 び 負 担 金 24 193,853 1.2 13 諸 支 出 金 119 6,492 0.0

15 使 用 料 及 び 手 数 料 24 416,322 2.7 14 予 備 費 119 30,000 0.2

16 国 庫 支 出 金 26 1,686,075 10.8

17 県 支 出 金 27 992,353 6.4

18 財 産 収 入 30 24,641 0.2

19 寄 附 金 30 1 0.0

20 繰 入 金 30 410,628 2.6

21 繰 越 金 31 180,000 1.2

22 諸 収 入 31 251,375 1.6

23 市 債 33 1,342,600 8.6

33 15,587,000 100.0 119 15,587,000 100.0

（注）構成比は，小数点以下第２位を四捨五入したものである。

　（イ）　一般会計 　　　　　（単位　千円）

目 次
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頁 予 算 額

1 145 6,207,456

2 173 10,939

3 185 695,260

4 205 3,926,873

5 235 1,664

6 245 921,570

特 別 会 計 合 計 11,763,762

一 般 会 計

特 別 会 計
27,350,762合 計

　（ロ）　特別会計 　　　　　　　　（単位　千円）

下 水 道 事 業

会 計 別

国 民 健 康 保 険

老 人 保 健

介 護 保 険

学 童 災 害 共 済 事 業

後 期 高 齢 者 医 療
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（単位　千円） 上欄は補正額　下欄は累計額

当 初 予 算 1 2 3 4 5 6

15,587,000

　歳　　　入

251,375

21 繰 越 金 180,000

18 財 産 収 入

19 寄 附 金

16

議 決 年 月 日

20 繰 入 金

23 市 債

22 諸 収 入

国 庫 支 出 金

17 県 支 出 金

14 分 担 金 及 び 負 担 金

15 使 用 料 及 び 手 数 料

13 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金

10 国有提供施設等所在市町村助成交付金

11 地 方 特 例 交 付 金

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

12 地 方 交 付 税

6 地 方 消 費 税 交 付 金

 款　　　　　　　　　　　　　　　　　　回

1 市 税

歳 入 合 計

2 地 方 譲 与 税

3 利 子 割 交 付 金

4 配 当 割 交 付 金

4,000

460,000

45,000

5,958,577

163,000

18,000

7,000

40,000

68,000

47,000

3,270,000

補 正 計 算 表

1,342,600

992,353

24,641

1

410,628

8,575

193,853

416,322

1,686,075
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（単位　千円）

当 初 予 算 1 2 3 4 5 6

15,587,000

消 防 費

　歳　　　出

331,016

1,461,868

6 農 林 水 産 業 費

171,293

1,774,588

5,219,542

1,808,800

30,000

876,239

1,444,199

7,964

1,979,429

6,492

140,015

335,555

歳 出 合 計

8 土 木 費

14 予 備 費

12 公 債 費

11

議 決 年 月 日

13 諸 支 出 金

4

10 教 育 費

衛 生 費

5 労 働 費

7

 款　　　　　　　　　　　　　　　　　　回

1

災 害 復 旧 費

議 会 費

商 工 費

9

2 総 務 費

3 民 生 費
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議案第２号 

平 成 ２ ２ 年 度 館 山 市 一 般 会 計 予 算  

 平成２２年度館山市の一般会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ１５，５８７，０００千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項，期間及び限度額は，

「第２表 債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，

「第３表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は，１，５００，０００千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定

める。 

（１） 各項に計上した給料，職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内で

のこれらの経費の各項の間の流用 

 

平成２２年２月２５日提出 

 

館 山 市 長  金 丸  謙 一 
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館山市役所
第１表　歳入歳出予算　歳　入

館山市役所
（単位　千円）
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第２表　債務負担行為
（単位　千円）

事 項 期 間 限     度     額

ホストコンピュータ，印刷機その他事務用機器の借り上げ等に係る
使用料及び賃借料

平成２３年度 11,000

人事給与システムその他業務システムに係る使用料及び賃借料
平成２３年度から
平成２７年度まで

25,500

人事給与システムその他業務システムの保守点検に係る委託料
平成２３年度から
平成２７年度まで

9,000

海水浴場の監視業務に係る委託料
平成２３年度から
平成２４年度まで

50,000

高齢者保健福祉計画策定委託料 平成２３年度 3,000

農業振興地域整備計画策定委託料 平成２３年度 10,000

福祉作業所管理運営委託料
平成２３年度から
平成２７年度まで

39,000

農用地総合整備事業負担金
平成２３年度から
平成３６年度まで

904,000

中小企業融資補てん金
平成２３年度から
平成３２年度まで

未償還額400,000千円について千葉県信用保証
協会が代位弁済のために負担した額の20％以内
の補てん率で算出した金額

中小企業融資保証料補給金
平成２３年度から
平成２６年度まで

未償還額400,000千円について年2.20％以内の
保証料率で算出した金額

中小企業融資利子補給金
平成２３年度から
平成２６年度まで

未償還額400,000千円について年1.0％以内の割
合で算出した金額

大型店進出対策資金利子補給金
平成２３年度から
平成２７年度まで

未償還額30,000千円について年4.0％以内の割
合で算出した金額

小規模事業者経営改善資金利子補給金
平成２３年度から
平成２６年度まで

未償還額400,000千円について年1.0％以内の割
合で算出した金額

農業近代化資金利子補給金
平成２３年度から
平成４３年度まで

未償還額75,000千円について年2.0％以内の割
合で算出した金額

農業経営基盤強化資金利子補給補助金
平成２３年度から
平成４８年度まで

未償還額75,000千円について年0.8％以内の割
合で算出した金額
ただし，借入れの日から5年間に限り，1.5％以
内の割合で算出した金額

漁業近代化資金利子補給金
平成２３年度から
平成２６年度まで

未償還額42,000千円について年0.5％以内の割
合で算出した金額
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第 ３ 表　　地方債
（単位　千円）

起　債　の　目　的 限 度 額 起 債 の 方 法 利　　　率 償　　還　　の　　方　　法

庁 舎 耐 震 改 修 事 業 12,700

防 災 行 政 無 線 整 備 事 業 17,800

上 水 道 出 資 債 19,300

農 業 施 設 整 備 事 業 2,200

漁 港 漁 場 整 備 事 業 15,200

道 路 橋 梁 整 備 事 業 16,900

ま ち づ く り 交 付 金 事 業 （ 道 路 橋 梁 整 備 ） 76,300

港 湾 整 備 事 業 89,000

まちづくり交付金事業（都市計画道路等整備） 155,800

消 防 施 設 整 備 事 業 5,800

中 学 校 施 設 改 修 事 業 13,600

臨 時 財 政 対 策 債 918,000

計 1,342,600

普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

年利５．０％以内（ただし，
利率見直し方式で借り入
れる資金について，利率
の見直しを行った後にお
いては，当該見直し後の
利率）

政府資金についてはその融資条件により，銀行そ
の他の場合にはその債権者と協定するものによる。
ただし，市財政の都合により据置期間及び償還期
限を短縮し，又は繰上償還若しくは低利に借換え
することができる。
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館山市歳入歳出予算事項別明細書 
 

（ 一 般 会 計 の 部 ） 
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館山市役所
２　歳　入

館山市役所
（単位　千円）
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館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
３　歳　出
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館山市役所
総務債　　　　　12,404　　民生債　　　　　　10,019衛生債　　　　 404,772　　農林水産業債　　　38,852商工債　　　　　 1,358　　土木債　　　　　 596,278公営住宅債　　　10,036　　消防債　　　　　　 5,044教育債　　　　 106,363　　災害復旧債　　　　18,451減税補てん債　 152,049　　臨時税収補てん債　24,200臨時財政対策債 209,234　　減収補てん債　　　 1,700

館山市役所
総務債　　　　　 2,929　　民生債　　　　　　 3,236衛生債　　　　 176,745　　農林水産業債　　　 3,916　商工債　　　　　　  87　　土木債　　　　　 108,633　公営住宅債　　　 1,961　　消防債　　　　　　 　248教育債　　　　　15,247　　災害復旧債　　　 　　776減税補てん債　　13,903　　臨時税収補てん債　 3,968臨時財政対策債　52,928　　減収補てん債　　　　 530
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１　特　別　職

期 末 手 当

年間支給率

（4.10月分）

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

長 等 2 - 15,850 5,957 - - - 21,807 3,873 25,680

議 員 20 83,125 - 31,241 - - - 114,366 13,724 128,090

その他の特別職 1,849 80,184 - - - - - 80,184 0 80,184

計 1,871 163,309 15,850 37,198 - - - 216,357 17,597 233,954

長 等 2 - 18,156 7,407 - - - 25,563 3,715 29,278

議 員 20 83,127 - 33,908 - - - 117,035 13,724 130,759

その他の特別職 1,516 72,727 - - - - - 72,727 0 72,727

計 1,538 155,854 18,156 41,315 - - - 215,325 17,439 232,764

長 等 0 - △ 2,306 △ 1,450 - - - △ 3,756 158 △ 3,598

議 員 0 △ 2 - △ 2,667 - - - △ 2,669 0 △ 2,669

その他の特別職 333 7,457 - - - - - 7,457 0 7,457

計 333 7,455 △ 2,306 △ 4,117 - - - 1,032 158 1,190

備 考

給 与 費

比

較

給 　与 　費 　明 　細 　書

区 分
職 員 数

報 酬 給 料 地 域 手 当 寒冷地手当

前

年

度

本

年

度

共 済 費 合 計
その他手当 計

－120－



２　一　般　職

　（１）　総　括

報 酬 給 料 職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

(13)

387 -　 1,482,163 729,233 2,211,396 440,409 2,651,805

(13)

388 -　 1,586,003 854,308 2,440,311 423,351 2,863,662

(0)

△ 1 -　 △ 103,840 △ 125,075 △ 228,915 17,058 △ 211,857

時 間 外

勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 48,258 - 10,629 21,237 1,533 86,721 1,357

職 員 手 当 前 年 度 48,276 - 18,671 20,873 1,639 99,991 1,403

比 較 △ 18 - △ 8,042 364 △ 106 △ 13,270 △ 46

管理職員特別

の 内 訳 勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 2,530 19,944 349,631 173,900 11,805 720 968

前 年 度 4,310 21,903 414,098 208,458 13,170 725 791

比 較 △ 1,780 △ 1,959 △ 64,467 △ 34,558 △ 1,365 △ 5 177

（注）　　（　）内は，再任用短時間勤務職員について外書きしたものである。

区 分
職 員 数

給 与 費
共 済 費 合 計 備 考

夜間勤務手当

地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当

管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 児 童 手 当

本 年 度

前 年 度

比 較

宿 日 直 手 当

休日勤務手当
区 分

区 分
扶 養 手 当
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細
区分 増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説 明 （千円）

前年度給与改定 △ 2,740 給与改定の状況
△0.19％

(再任用)

13 人
13 人

人

退職等 異動等
人 △ 7 人

21年度 23 人 △ 17 人 2 人
22年度 17 人 △ 14 人 1 人

      （21年度退職及び22年度は見込）

職員 △ 125,075 1 給与改定に伴う減少分 △ 46,831 前年度給与改定 △ 46,831 給与改定の状況

備 考
給料 △ 103,840 1 給与改定に伴う減少分 △ 2,740

2 昇

3 そ

給に伴う増加分 21,066 本年度昇給に伴う増加分 21,066

の他の増減分 △ 122,166 昇格に伴う増加分 6,698 職員数の異動状況
退職等に伴う減少分
採用に伴う増加分

△ 87,817
40,834

(予算） （実数）
　本年度 387 人 387 人

職員異動等に伴う減少分 △ 8,625
給与抑制措置に伴う減少分 △ 73,256

　前年度 388 人 388 人
　増　減 △ 1 人 △ 1 人 0
　採用及び退職の状況等

採用等
20年度 28 人 △ 29

手当 期末勤勉手当△0.35月

2 その他の増減分 △ 78,244 退職等に伴う減少分 △ 40,745
採用に伴う増加分
職員異動等に伴う増加分

11,215
10,155

業務量変更等に伴う減少分
給与抑制措置に伴う減少分

△ 15,030
△ 43,839
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　　イ　初任給

高　校　卒

区　　　分
一

大　学　卒 -173,436 173,436 195,940 172,200

国　　   の　　   制　　   度

（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

幼稚園教育職　（円）

140,165 － 135,897 ～ 140,100 -

技 能 労職  務 職

（円） 一 般 行 政 職　（円）（円）

技 能 労 務 幼 稚 園 教 育 職 政 職 職

297,372

307,851 368,558,345

40歳7月

304,633

46歳9月

307,722

340,625 364,444

42歳4月 46歳10月

340（円） ,939

379（円）

42歳齢 9月

336,766

一 般 行

329（円） ,693

366（円） ,443

42歳齢 0月平　 均　 年　 

平均給料月額　

平均給与月額　

平　 均　 年　 

区　　　

２２年１月１日現在

２１年１月１日現在

　　　　　　

平均給

　分

 般 行 政 職

（円）

幼 稚 園 教 育 

料月額　

平均給与月額　
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１　級

３　級

２　級

25
(2)

7.8
00.0)

2 7.1 -
(9)

- 
(100.0)(1

51 15.9 5 17.9 10 27.0
73 22.8 11 39.3 22 59.5

４　級 60 18.8 3 10.7 5 13.5
５　級

６　級

７　級

38 11.9 6 21.4
3.6

-

-
-
-

- 
-
-

35
30

10.9
9.4

1
-

８　級 8 2.5 - - - -
(2) (100.0) (9) (100.0)

320 100.0 28 100.0 37 100.0
１　級 20 6.3 - - - - 

316 100.0 30 100.0 40 100.0
（注）
　１　構成比は，小数点以下第２位を四捨五入したものである。
　２　（　）内は，再任用短時間勤務職員について外書きしたものである。

２１年１月１日現在

計

計

（％）

　　ウ　級別職員数

２２年１月１日現在

(3) (75.0) (9) (100.0)
２　級

47 14.9 23 76.7 14 35.0
(1)
86

(25.0)
27.2 7 23.3 21 52.5

４　級

５　級

３　級

54 17.1 - - 5 12.5
34 10.8 - - - - 

６　級 39 12.3 - - - -
７　級

８　級

27
9

8.5
2.8

-
-

-
-

-

(9)

-
- -

(100.0)(4) (100.0)

技　 能　 労　 務　 職幼  稚  園  教  育  職
区　　　分 級　別

一 　般 　行 　政 　職

職構 成 比   （％）  員 数   （人） 構 成 比   （％） 職 員 数   （人） 構 成 比   職 員 数   （人）
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（級別の標準的な職務内容）　＊２２年１月１日現在

区　　　分 １　級 ２　級

（級別の標準的な職務内容）　＊２１年１月１日現在

衛生手 衛生技術員 主任衛生技術員 主任衛生技術員

-

技 能 労 務 職
土木工手 土木技術員 主任土木技術員 主任土木技術員

- - - -

園教頭 長 - - -幼 稚 園 教 育 職 助教諭 教諭

副参事主任技師

園長園長 参事 参事技師 技師 主任主事

８　級　級

一 般 行 政 職

主事 主事 副主査 主査 副主幹 主幹 課長 部長

４　３　級 級 ５　級 ６　級 ７区　　　分 １　級 ２　級

３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

一 般 行 政 職

主事 主事 副主査 主査 副主幹 主幹 課長 部長

技師 技師 主任主事 保育主任 園長 園長 参事 参事

主任技師 副参事

幼 稚 園 教 育 職 教諭 教諭 教諭 教諭主任 教頭 教頭 - -

技 能 労 務 職
土木工手 土木技術員 主任土木技術員 主任土木技術員

- - - -
衛生手 衛生技術員 主任衛生技術員 主任衛生技術員
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　　エ　昇給

2号給 (人) 21 -19

 比　　　率 (B)/(A) (％) 93.3 91.9 100.0 100.0

8

-(人) 34 3号給 31

7度 号給 (人) - - - -

6

22 30号給数別内訳年

-

2 -15 13

4号給 (人) 252

37

-

1

-

-

(人)6号給

25

-

-

200

-

5号給 (人) - - - -

前

 職　　員　　数 (A) (人)

(B) (人)昇給に係る職員数

1号給 (人)

3号給 (人)

2号給 (人)

387

361

321

295

29 37

-

17

28

- -

29 37

7 2

17

37

-

- -

100.0

5号給 (人) -- --

4号給 (人)

3725

技能労務職

　　表　　　　的　　　　な　　　　職　　　　種

幼稚園教育職

30

(人)号給

(A) (人)

100.0

3

2 5

17 32

代　　

224

22

-

23

区　　　　　　　　分
一般行政職

386

361

324

299

合　　　　　計

本

年 号給数別内訳

度 (人)7号給

(人)(B)

8号給 (人)

(％))/(A)

(人)号給

 職　　員　　数

昇給に係る職員数

2

3号給 (人)

20

93.5

17

92.3 比　　　率

1

22

1

273

(B
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職制上の段階，

職務の級等に 備　　　　　　　　考
計

６ 月　（月分） １２月　

区 　　　分
支 給 期 別

（月分） （月

支 給 率 支 給 率 

分） よる加算措置

(1.00)
1.950

本 　年 　度
(1.20)
2.200 4.15

(2.20)
有

(1.10)
前 　年 　度

(1.25)
4.50
(2.35)

(2.20)

有
2.150
(1.00)

2.350
(1.20)

1.950
国 の 制 度

2.200 4.15
有

（注）　（　）内は，再任用短時間勤務職員について記したものである。

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最  高  限  度
その他の加算措置等 備　　　考区　　　分

（月分）

30.55 41.3

（月分） （月分） （月分）

定年前早期退職

特 　例 　措 　置
千葉県市町村総
合事務組合で支

（２％～２０％加算） 給

定年前早期退職

特 　例 　措 　置

（２％～２０％加算）（支 給 率 等）

　　キ　地域手当

無

０％

０人

０％国の指定基準に基づく支給率

支　 給　 対　 象　 職　 員　 数

支　　給　　対　　象　　地　　域

支　　 　  　　　給　　　   　　　率

59.28 59.284

59.2859.284

　　オ　期末手当・勤勉手当

国 の 制 度
30.55 41.3

支 給 率 等
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　　ク　特殊勤務手当

0.03

　　ケ　その他の手当

扶　養　手　当 同　 じ

住　居　手　当 異なる 　借家・借間　上限２２，０００円 　借家・借間　上限２７，０００円

　○　電車，バスの利用 　○　電車，バスの利用

　　　　　定期代全額支給 　　　　　定期代５５，０００円まで全額支給

　○　乗用車等を使用 　○　乗用車等を使用

　　　　　使用距離に応じて２，０００円 　　　　　使用距離に応じて２，０００円

　　　　　から３２，３３０円を支給 　　　　　から２４，５００円を支給

0.0 34.8

給料総額に対する比率　　（％）

支給対象職員の比率　　　（％）

（２２年１月１日現在）

通　勤　手　当 異なる

危険箇所作業従事手当・行旅死亡人等取扱手当・消毒作業等従事手当

館　　　　山　　　　市
区　　　分 国の制度との異同

差　　　　　異　　　　　の　　　　　内　　　　　容

国

代　　　表　　　的　　　な　　　職　　　種

一　 般　 行　 政　 職 技　 能　 労　 務　 職

0.0 0.3

代表的な特殊勤務手当の名称

区　　　　　　　　分 全　 職 　種

4.1
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（その１）　当該年度提出に係る分 （単位　千円）

期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

ホストコンピュータ，印刷機その他事務用機
器の借り上げ等に係る使用料及び賃借料

11,000 平成23年度 11,000 11,000

人事給与システムその他業務システムに係る
使用料及び賃借料

25,500
平成23年度から
平成27年度まで

25,500 25,500

人事給与システムその他業務システムの保守
点検に係る委託料

9,000
平成23年度から
平成27年度まで

9,000 9,000

海水浴場の監視業務に係る委託料 50,000
平成23年度から
平成24年度まで

50,000 50,000

高齢者保健福祉計画策定委託料 3,000 平成23年度 3,000 3,000

農業振興地域整備計画策定委託料 10,000 平成23年度 10,000 10,000

福祉作業所管理運営委託料 39,000
平成23年度から
平成27年度まで

39,000 39,000

農用地総合整備事業負担金 904,000
平成23年度から
平成36年度まで

904,000 228,000 676,000

中小企業融資補てん金

未償還額400,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済の
ために負担した
額の20％以内の
補てん率で算出
した金額

平成23年度から
平成32年度まで

未償還額400,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済の
ために負担した
額の20％以内の
補てん率で算出
した金額

未償還額400,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済の
ために負担した
額の20％以内の
補てん率で算出
した金額

○ 事 項 ○

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額
又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○
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期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

中小企業融資保証料補給金

未償還額400,000
千円について年
2.20％以内の保
証料率で算出し
た金額

平成23年度から
平成26年度まで

未償還額400,000
千円について年
2.20％以内の保
証料率で算出し
た金額

未償還額400,000
千円について年
2.20％以内の保
証料率で算出し
た金額

中小企業融資利子補給金

未償還額400,000
千円について年
1.0％以内の割合
で算出した金額

平成23年度から
平成26年度まで

未償還額400,000
千円について年
1.0％以内の割合
で算出した金額

未償還額400,000
千円について年
1.0％以内の割合
で算出した金額

大型店進出対策資金利子補給金

未償還額30,000
千円について年
4.0％以内の割合
で算出した金額

平成23年度から
平成27年度まで

未償還額30,000
千円について年
4.0％以内の割合
で算出した金額

未償還額30,000
千円について年
4.0％以内の割合
で算出した金額

小規模事業者経営改善資金利子補給金

未償還額400,000
千円について年
1.0％以内の割合
で算出した金額

平成23年度から
平成26年度まで

未償還額400,000
千円について年
1.0％以内の割合
で算出した金額

未償還額400,000
千円について年
1.0％以内の割合
で算出した金額

農業近代化資金利子補給金

未償還額75,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

平成23年度から
平成43年度まで

未償還額75,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

未償還額75,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

農業経営基盤強化資金利子補給補助金

未償還額75,000
千円について年
0.8％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，1.5％以内
の割合で算出し
た金額

平成23年度から
平成48年度まで

未償還額75,000
千円について年
0.8％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，1.5％以内
の割合で算出し
た金額

未償還額75,000
千円について年
0.4％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，0.75％以
内の割合で算出
した金額

未償還額75,000
千円について年
0.4％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，0.75％以
内の割合で算出
した金額

漁業近代化資金利子補給金

未償還額42,000
千円について年
0.5％以内の割合
で算出した金額

平成23年度から
平成26年度まで

未償還額42,000
千円について年
0.5％以内の割合
で算出した金額

未償還額42,000
千円について年
0.5％以内の割合
で算出した金額
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（その２）　過年度議決済に係る分 （単位　千円）

期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

農業経営基盤強化資金利子補給金
　平成12.12　議決
　平成13.3　 補正

未 償 還 額 12,420
千円について，
年0.5％以内の割
合で算出した金
額
ただし，借入れ
の日から５年間
に限り，1.5％以
内の割合で算出
した金額

平成13年度から
平成21年度まで

1,027
平成22年度から
平成25年度まで

51 25 26

農業経営基盤強化資金利子補給金
　平成13.6　 議決
　平成14.3　 補正

未 償 還 額 38,900
千円について，
年0.35％以内の
割合で算出した
金額

平成14年度から
平成21年度まで

937
平成22年度から
平成31年度まで

440 220 220

農業経営基盤強化資金利子補給金
　平成14.6　 議決

未償還額100,000
千円について，
年0.8％以内の割
合で算出した金
額
ただし，借入れ
の日から５年間
に限り，1.5％以
内の割合で算出
した金額

平成15年度から
平成21年度まで

1,618
平成22年度から
平成33年度まで

1,189 594 595

中小企業融資補てん金
　平成15.3　 議決

未償還額100,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

平成16年度から
平成21年度まで

平成22年度から
平成24年度まで

未償還額100,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

未償還額100,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

中小企業融資利子補給金
　平成15.3　 議決

未償還額100,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

平成16年度から
平成21年度まで

2,076
平成22年度から
平成24年度まで

7 7

○ 事 項 ○

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○
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期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

農業経営基盤強化資金利子補給補助金
　平成15.3　 議決
　平成15.12  補正

未償還額100,000
千円について年
0.8％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，1.5％以内
の割合で算出し
た金額

平成16年度から
平成21年度まで

106
平成22年度から
平成26年度まで

28 14 14

中小企業融資補てん金
　平成16.3　 議決

未償還額160,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

平成17年度から
平成21年度まで

平成22年度から
平成25年度まで

未償還額160,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

未償還額160,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

中小企業融資保証料補給金
　平成16.3　 議決

未償還額160,000
千円について年
1.35％以内の保
証料率で算出し
た金額

平成17年度から
平成21年度まで

1,405 平成22年度 31 31

中小企業融資利子補給金
　平成16.3　 議決

未償還額160,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

平成17年度から
平成21年度まで

1,853
平成22年度から
平成25年度まで

317 317

電子計算組織，印刷機その他事務用機器の借
り上げ等に係る使用料及び賃借料
　平成17.3　 議決

5,000
平成18年度から
平成21年度まで

393 平成22年度 19 19

中小企業融資補てん金
　平成17.3　 議決

未償還額200,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

平成18年度から
平成21年度まで

平成22年度から
平成26年度まで

未償還額200,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

未償還額200,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

中小企業融資利子補給金
　平成17.3　 議決

未償還額200,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

平成18年度から
平成21年度まで

81
平成22年度から
平成26年度まで

1 1
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期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

電子計算組織，印刷機その他事務用機器の借
り上げ等に係る使用料及び賃借料
　平成17.12　議決

10,000
平成18年度から
平成21年度まで

6,653 平成22年度 1,037 1,037

パーソナルコンピュータ，サーバーその他事
務用機器の保守点検等に係る委託料
　平成17.12　議決

10,000
平成18年度から
平成21年度まで

3,527 平成22年度 827 827

児童扶養手当管理システムその他情報ネット
ワークシステムの管理及び保守点検に係る委
託料
　平成17.12　議決

30,000
平成18年度から
平成21年度まで

16,511 平成22年度 3,255 3,255

市庁舎その他市有建築物等の警備に係る委託
料
　平成17.12　議決

25,000
平成18年度から
平成21年度まで

15,289 平成22年度 3,392 3,392

パーソナルコンピュータ，印刷機その他事務
用機器の借り上げ等に係る使用料及び賃借料
　平成18.3　 議決

8,000
平成19年度から
平成21年度まで

509
平成22年度から
平成23年度まで

81 81

中小企業融資補てん金
　平成18.3　 議決

未償還額200,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

平成19年度から
平成21年度まで

平成22年度から
平成27年度まで

未償還額200,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

未償還額200,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

中小企業融資保証料補給金
　平成18.3 　議決

未償還額200,000
千円について年
1.35％以内の保
証料率で算出し
た金額

平成19年度から
平成21年度まで

89
平成22年度から
平成24年度まで

8 8

中小企業融資利子補給金
　平成18.3　 議決

未償還額200,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

平成19年度から
平成21年度まで

122
平成22年度から
平成28年度まで

12 12
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期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

農業経営基盤強化資金利子補給補助金
　平成18.3　 議決

未償還額100,000
千円について年
0.8％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，1.5％以内
の割合で算出し
た金額

平成19年度から
平成21年度まで

135
平成22年度から
平成44年度まで

135 67 68

財団法人館山市環境保全公社の事業資金借入
金に対する損失補償
　平成18.3　 議決

100,000
平成19年度から
平成21年度まで

平成22年度から
平成23年度まで

100,000 100,000

電子計算組織，印刷機その他事務用機器の借
り上げ等に係る使用料及び賃借料
　平成18.12　議決

40,000
平成19年度から
平成21年度まで

25,129
平成22年度から
平成23年度まで

3,617 158 3,459

パーソナルコンピュータ，サーバその他事務
用機器の保守点検等に係る委託料
　平成18.12　議決

23,000
平成19年度から
平成21年度まで

12,584
平成22年度から
平成23年度まで

908 908

児童扶養手当管理システムその他情報ネット
ワークシステムの管理及び保守点検等に係る
委託料
　平成18.12　議決

12,000
平成19年度から
平成21年度まで

9,135 平成22年度 1,522 1,522

学校その他市有建物等の警備に係る委託料
　平成18.12　議決

600
平成19年度から
平成21年度まで

219 平成22年度 74 74

パーソナルコンピュータ，印刷機その他事務
用機器の借り上げ等に係る使用料及び賃借料
　平成19.3　 議決

174,000
平成20年度から
平成21年度まで

99,868
平成22年度から
平成25年度まで

32,809 32,809

後期高齢者システム等の保守点検に係る委託
料
　平成19.3　 議決

84
平成20年度から
平成21年度まで

40
平成22年度から
平成24年度まで

44 44
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期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

市庁舎等警備委託料
　平成19.3　 議決

5,600
平成20年度から
平成21年度まで

731
平成22年度から
平成23年度まで

731 731

中小企業融資補てん金
　平成19.3　 議決

未償還額200,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

平成20年度から
平成21年度まで

平成22年度から
平成28年度まで

未償還額200,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

未償還額200,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

中小企業融資保証料補給金
　平成19.3 　議決

未償還額200,000
千円について年
2.20％以内の保
証料率で算出し
た金額

平成20年度から
平成21年度まで

436
平成22年度から
平成25年度まで

112 112

中小企業融資利子補給金
　平成19.3 　議決

未償還額200,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

平成20年度から
平成21年度まで

616
平成22年度から
平成29年度まで

232 232

農業近代化資金利子補給金
　平成19.3　 議決

未償還額100,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

平成20年度から
平成21年度まで

102
平成22年度から
平成40年度まで

106 106

農業経営基盤強化資金利子補給補助金
　平成19.3 　議決

未償還額100,000
千円について年
0.8％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，1.5％以内
の割合で算出し
た金額

平成20年度から
平成21年度まで

73
平成22年度から
平成45年度まで

103 51 52

福祉作業所の管理に係る委託料
　平成19.6 　議決

21,000
平成20年度から
平成21年度まで

16,000 平成22年度 4,000 4,000

電子複写機，印刷機その他事務用機器の借り
上げ等に係る使用料及び賃借料
　平成19.12　議決

9,000
平成20年度から
平成21年度まで

4,752
平成22年度から
平成24年度まで

2,026 846 1,180
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期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

パーソナルコンピュータ，サーバーその他事
務用機器の保守点検等に係る委託料
　平成19.12　議決

6,000
平成20年度から
平成21年度まで

2,631
平成22年度から
平成24年度まで

1,611 1,512 99

高額医療費支給システムその他情報ネット
ワークシステムに係る使用料及び賃借料
　平成19.12　議決

30,000
平成20年度から
平成21年度まで

1,035
平成22年度から
平成25年度まで

515 515

自動ドア，エレベーターその他設備の維持管
理及び保守点検に係る委託料
　平成19.12　議決

39,000
平成20年度から
平成21年度まで

34,540 平成22年度 723 723

市庁舎，学校その他市有建物等の警備に係る
委託料
　平成19.12　議決

6,500
平成20年度から
平成21年度まで

1,930
平成22年度から
平成24年度まで

2,266 2,266

電子複写機の借り上げ等に係る使用料
　平成19.12　議決

1,420
平成20年度から
平成21年度まで

446
平成22年度から
平成24年度まで

852 852

パーソナルコンピュータ，印刷機その他事務
用機器の借り上げ等に係る使用料及び賃借料
　平成20.3 　議決

40,000 平成21年度 4,848
平成22年度から
平成25年度まで

15,443 15,443

パーソナルコンピュータ等事務用機器の保守
点検等に係る委託料
　平成20.3 　議決

10,000 平成21年度 962
平成22年度から
平成25年度まで

2,426 2,426

データエントリーシステムその他業務システ
ムに係る使用料及び賃借料
　平成20.3 　議決

3,000 平成21年度 329
平成22年度から
平成25年度まで

1,069 1,069

データエントリーシステム，児童手当システ
ムその他業務システムの保守点検に係る委託
料
　平成20.3 　議決

10,000 平成21年度 382
平成22年度から
平成25年度まで

1,177 1,177

自動車借上料
　平成20.3 　議決

5,000 平成21年度 1,976 平成22年度 359 359

病児・病後児保育事業委託料
　平成20.3 　議決

32,000 平成21年度 8,000
平成22年度から
平成24年度まで

24,000 11,100 5,100 7,800

－136－



期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

中小企業融資補てん金
　平成20.3　 議決
　平成20.9 　補正

未償還額300,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

平成21年度
平成22年度から
平成30年度まで

未償還額300,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

未償還額300,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済し
た額の20％以内
の補てん率で算
出した金額

中小企業融資保証料補給金
　平成20.3 　議決
　平成20.9 　補正

未償還額300,000
千円について年
2.20％以内の保
証料率で算出し
た金額

平成21年度 1,539
平成22年度から
平成27年度まで

1,918 1,918

中小企業融資利子補給金
　平成20.3 　議決
　平成20.9 　補正

未償還額300,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

平成21年度 1,701
平成22年度から
平成30年度まで

3,493 3,493

農業近代化資金利子補給金
　平成20.3　 議決

未償還額100,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

平成21年度 102
平成22年度から
平成41年度まで

431 431

農業経営基盤強化資金利子補給補助金
　平成20.3 　議決

未償還額100,000
千円について年
0.8％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，1.5％以内
の割合で算出し
た金額

平成21年度 87
平成22年度から
平成46年度まで

362 181 181

漁業近代化資金利子補給金
　平成20.3 　議決

未 償 還 額 30,000
千円について年
0.5％以内の割合
で算出した金額

平成21年度 48
平成22年度から
平成23年度まで

72 72

住民基本台帳ネットワークシステム，住民税
システムその他業務システムに係る使用料及
び賃借料
　平成20.9 　議決

42,000 平成21年度 4,738
平成22年度から
平成25年度まで

16,755 16,755

住民基本台帳ネットワークシステム，住民税
システムその他業務システムの保守点検に係
る委託料
　平成20.9 　議決

12,000 平成21年度 1,961
平成22年度から
平成25年度まで

7,416 7,416
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期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

元気な広場運営業務に係る委託料
　平成20.9 　議決

95,000 平成21年度 15,000
平成22年度から
平成25年度まで

60,000 17,720 42,280

電子複写機，印刷機その他事務用機器の借り
上げ等に係る使用料及び賃借料
　平成20.12　議決

30,000 平成21年度 5,083
平成22年度から
平成23年度まで

5,495 5,495

パーソナルコンピュータ，サーバーその他事
務用機器の保守点検等に係る委託料
　平成20.12　議決

15,000 平成21年度 5,592 平成22年度 3,913 3,913

し尿浄化槽等設備の維持管理及び保守点検に
係る委託料
　平成20.12　議決

68,000 平成21年度 33,040 平成22年度 18,484 18,484

公衆トイレその他市有建物等の清掃に係る委
託料
　平成20.12　議決

8,000 平成21年度 3,531 平成22年度 1,558 1,558

菜の花ホール，城山公園茶室その他市有建物
等の警備に係る委託料
　平成20.12　議決

4,000 平成21年度 743
平成22年度から
平成25年度まで

2,023 2,023

自動車借上料
　平成20.12　議決

20,000 平成21年度 1,528
平成22年度から
平成26年度まで

5,932 5,932

駐車場及び駐輪場等の整理に係る委託料
　平成20.12　議決

2,400 平成21年度 1,487 平成22年度 857 857

ごみ等の収集，選別及び処理に係る委託料
　平成20.12　議決

420,000 平成21年度 155,916 平成22年度 154,290 16,749 137,541

ごみ指定袋の製造等に係る業務委託料
　平成20.12　議決

52,000 平成21年度 47,722 平成22年度 1,469 1,469

配食サービス事業委託料
　平成20.12　議決

2,158 平成21年度 980 平成22年度 1,178 458 720
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期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

中小企業融資補てん金
　平成21.3 　議決
　平成21.9 　補正

未償還額350,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済の
ために負担した
額の20％以内の
補てん率で算出
した金額

平成22年度から
平成31年度まで

未償還額350,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済の
ために負担した
額の20％以内の
補てん率で算出
した金額

未償還額350,000
千円について千
葉県信用保証協
会が代位弁済の
ために負担した
額の20％以内の
補てん率で算出
した金額

中小企業融資保証料補給金
　平成21.3 　議決
　平成21.9　 補正

未償還額350,000
千円について年
2.20％以内の保
証料率で算出し
た金額

平成22年度から
平成28年度まで

未償還額350,000
千円について年
2.20％以内の保
証料率で算出し
た金額

未償還額350,000
千円について年
2.20％以内の保
証料率で算出し
た金額

中小企業融資利子補給金
　平成21.3 　議決
　平成21.9 　補正

未償還額350,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

平成22年度から
平成31年度まで

未償還額350,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

未償還額350,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

大型店進出対策資金利子補給金
　平成21.3　 議決

未償還額30,000
千円について年
4.0％以内の割合
で算出した金額

平成22年度から
平成26年度まで

未償還額30,000
千円について年
4.0％以内の割合
で算出した金額

未償還額30,000
千円について年
4.0％以内の割合
で算出した金額

農業近代化資金利子補給金
　平成21.3　 議決

未償還額75,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

平成22年度から
平成42年度まで

未償還額75,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

未償還額75,000
千円について年
2.0％以内の割合
で算出した金額

農業経営基盤強化資金利子補給補助金
　平成21.3 　議決

未償還額75,000
千円について年
0.8％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，1.5％以内
の割合で算出し
た金額

平成22年度から
平成47年度まで

未償還額75,000
千円について年
0.8％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，1.5％以内
の割合で算出し
た金額

未償還額75,000
千円について年
0.4％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，0.75％以
内の割合で算出
した金額

未償還額75,000
千円について年
0.4％以内の割合
で算出した金額
ただし，借入れ
の日から5年間に
限り，0.75％以
内の割合で算出
した金額

漁業近代化資金利子補給金
　平成21.3 　議決

未償還額20,000
千円について年
0.5％以内の割合
で算出した金額

平成22年度から
平成24年度まで

未償還額20,000
千円について年
0.5％以内の割合
で算出した金額

未償還額20,000
千円について年
0.5％以内の割合
で算出した金額

パーソナルコンピュータ，印刷機その他事務
用機器の借り上げ等に係る使用料及び賃借料
　平成21.3　 議決

6,500
平成22年度から
平成26年度まで

6,500 6,500

パーソナルコンピュータ等事務用機器の保守
点検等に係る委託料
　平成21.3　 議決

2,500
平成22年度から
平成26年度まで

2,500 2,500
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期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

戸籍電算化システム，滞納管理システムその
他業務システムに係る使用料及び賃借料
　平成21.3　 議決
　平成22.3　 補正

35,400
平成22年度から
平成26年度まで

35,400 35,400

戸籍電算化システム，滞納管理システムその
他業務システムの保守点検に係る委託料
　平成21.3　 議決
　平成22.3　 補正

18,910
平成22年度から
平成26年度まで

18,910 18,910

自動車借上料
　平成21.3　 議決

3,000
平成22年度から
平成23年度まで

3,000 3,000

基幹系システム移行改修及び運用に係る使用
料及び委託料
　平成21.3　 議決

540,000
平成22年度から
平成27年度まで

540,000 540,000

館山港交流拠点整備事業に係る工事請負費及
び監理委託料
　平成21.3　 議決

240,200
平成22年度から
平成23年度まで

240,200 95,998 129,580 14,622

小規模事業者経営改善資金利子補給金
　平成21.9　 議決

未償還額60,000
千円について年
1.0％以内の割合
で算出した金額

平成22年度から
平成24年度まで

未償還額60,000
千円について年
1.0％以内の割合
で算出した金額

未償還額60,000
千円について年
1.0％以内の割合
で算出した金額

電子複写機，印刷機その他事務用機器の借り
上げ等に係る使用料及び賃借料
　平成21.12　 議決

23,000
平成22年度から
平成26年度まで

23,000 821 22,179

パーソナルコンピュータ，サーバーその他事
務用機器の保守点検等に係る委託料
　平成21.12　 議決

7,000
平成22年度から
平成26年度まで

7,000 7,000

財務システムその他業務システムに係る使用
料及び賃借料
　平成21.12　 議決

56,000
平成22年度から
平成27年度まで

56,000 56,000

住民基本台帳ネットワークシステムその他業
務システムの保守点検等に係る委託料
　平成21.12　 議決

23,000
平成22年度から
平成27年度まで

23,000 23,000

環境センターにおける水質等の検査に係る委
託料
　平成21.12　 議決

5,000 平成22年度 5,000 924 4,076

空調設備等の維持管理及び保守点検に係る委
託料
　平成21.12　 議決

44,000
平成22年度から
平成23年度まで

44,000 44,000
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期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

市庁舎，公園その他市有建物等の清掃に係る
委託料
　平成21.12　 議決

50,000
平成22年度から
平成24年度まで

50,000 50,000

赤山地下壕その他市有建物等の管理に係る委
託料
　平成21.12　 議決

4,000 平成22年度 4,000 4,000

館山駅自由通路その他市有建物等の警備に係
る委託料
　平成21.12　 議決

1,500
平成22年度から
平成26年度まで

1,500 1,500

自動車借上料
　平成21.12　 議決

500 平成22年度 500 500

スクールバスその他公用自動車の運転に係る
委託料
　平成21.12　 議決

28,000 平成22年度 28,000 28,000

駐車場及び駐輪場等の整理に係る委託料
　平成21.12　 議決

800 平成22年度 800 800

ごみ等の収集，選別及び処理に係る委託料
　平成21.12　 議決

130,000
平成22年度から
平成23年度まで

130,000 2,140 127,860

ごみ指定袋の製造等に係る業務委託料
　平成21.12　 議決

28,000 平成22年度 28,000 28,000

焼却灰の運搬及び処理に係る委託料
　平成21.12　 議決

90,000 平成22年度 90,000 90,000

ホストコンピュータの業務運用等に係る委託
料
　平成21.12　 議決

15,000 平成22年度 15,000 15,000

消石灰，学校図書その他物品に係る購入費
　平成21.12　 議決

45,000 平成22年度 45,000 15,000 30,000

弁護士委託料
　平成21.12　 議決

1,300 平成22年度 1,300 1,300
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期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 限 度 額 ○

ＡＬＴ派遣業務委託料
　平成21.12　 議決

9,500 平成22年度 9,500 9,500

例規情報サービス及び総合法令データベース
に係る利用料
　平成21.12　 議決

500 平成22年度 500 500

学校健康診断等に係る委託料
　平成21.12　 議決

8,000 平成22年度 8,000 8,000

予防接種，その他一般健康診査等に係る委託
料
　平成21.12　 議決

140,000 平成22年度 140,000 10,864 129,136

障害者生活支援事業に係る委託料
　平成21.12　 議決

26,000 平成22年度 26,000 8,617 17,383

老人ホームヘルプサービス事業委託料
　平成21.12　 議決

400 平成22年度 400 400

海水浴場等の監視業務に係る委託料
　平成21.12　 議決

125,000
平成22年度から
平成26年度まで

125,000 125,000

電子調達システムの利用に係る負担金
　平成21.12　 議決

15,000
平成22年度から
平成27年度まで

15,000 15,000

緊急雇用創出事業臨時特例基金に係る非常勤
職員の雇用
　平成21.12　 議決

29,000 平成22年度 29,000 29,000

エルタックスに係るコンピュータシステム等
改修委託料及び使用料
　平成22.2　 議決

10,000 平成22年度 10,000 10,000
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（単位　千円）

1 11,557,229 11,142,143 424,600 1,185,126 10,381,617

(1) 総 務 債 174,046 247,268 30,500 12,404 265,364

(2) 民 生 債 167,356 162,517 10,019 152,498

(3) 衛 生 債 5,432,158 5,134,330 19,300 404,772 4,748,858

(4) 農 林 水 産 業 債 301,914 301,615 17,400 38,852 280,163

(5) 商 工 債 6,790 5,432 1,358 4,074

(6) 土 木 債 4,558,935 4,450,399 338,000 596,278 4,192,121

(7) 公 営 住 宅 債 58,149 65,530 10,036 55,494

(8) 消 防 債 32,874 45,850 5,800 5,044 46,606

(9) 教 育 債 825,007 729,202 13,600 106,363 636,439

2 88,554 71,959 18,451 53,508

(1) 土 木 債 88,301 71,832 18,324 53,508

(2) 農 林 水 産 業 債 253 127 127

3 5,476,865 5,758,407 918,000 387,183 6,289,224

(1) 減 税 補 て ん 債 1,188,251 1,040,702 152,049 888,653

(2) 臨時税収補てん債 219,954 196,251 24,200 172,051

(3) 臨 時 財 政 対 策 債 4,027,760 4,479,654 918,000 209,234 5,188,420

(4) 減 収 補 て ん 債 40,900 41,800 1,700 40,100

17,122,648 16,972,509 1,342,600 1,590,760 16,724,349

当該年度末現在高
見 込 額

区　　　　　　　　分

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

計

そ の 他

普 通 債

災 害 復 旧 債

地 方 債 の 前 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

前 前 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末 現 在 高
見 込 額 当 該 年 度 中

起 債 見 込 額
当 該 年 度 中
元 金 償 還 見 込 額

－143－



 

－144－

user
長方形



 
 

平 成 ２ ２ 年 度 
 
 

館山市国民健康保険特別会計予算 
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議案第３号 

平成２２年度館山市国民健康保険特別会計予算  

 平成２２年度館山市の国民健康保険特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ６，２０７，４５６千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は，１００，０００千円

と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定

める。 

（１） 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

平成２２年２月２５日提出 

 

館 山 市 長  金 丸  謙 一 
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館山市役所
第１表　歳入歳出予算　歳　入

館山市役所
（単位　千円）
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館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
　歳　出
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平 成 ２ ２ 年 度 

 
 

館山市歳入歳出予算事項別明細書 
 

（ 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 の 部 ） 
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館山市役所
２　歳　入

館山市役所
（単位　千円）
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館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
３　歳　出
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過年度議決済に係る分 （単位　千円）

期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

高額療養費支給システム使用料及びネット
ワークに係る利用料等
　平成20.12　議決

2,900 平成21年度 629
平成22年度から
平成25年度まで

503 503

高額療養費支給システム保守委託料
　平成20.12　議決

650 平成21年度 126
平成22年度から
平成25年度まで

504 504

高額療養費支給システムその他システムの使
用料及びネットワークに係る利用料等
　平成21.12　議決

2,100
平成22年度から
平成25年度まで

2,100 2,100

高額療養費支給システムその他システムの保
守点検等に係る委託料
　平成21.12　議決

1,100
平成22年度から
平成26年度まで

1,100 1,100

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額
又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

○ 事 項 ○ ○ 限 度 額 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○
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館 山 市 老 人 保 健 特 別 会 計 予 算 
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議案第４号 

平 成 ２ ２ 年 度 館 山 市 老 人 保 健 特 別 会 計 予 算  

 平成２２年度館山市の老人保健特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ１０，９３９千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

  

 

平成２２年２月２５日提出 

 

館 山 市 長  金 丸  謙 一 
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館山市役所
第１表　歳入歳出予算　歳　入

館山市役所
（単位　千円）
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館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
　歳　出
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平 成 ２ ２ 年 度 

 
 

館山市歳入歳出予算事項別明細書 
 

（ 老 人 保 健 特 別 会 計 の 部 ） 
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館山市役所
２　歳　入

館山市役所
（単位　千円）
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館山市役所
３　歳　出

館山市役所
（単位　千円）



 
 

平 成 ２ ２ 年 度 
 
 

館山市後期高齢者医療特別会計予算 
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議案第５号 

平成２２年度館山市後期高齢者医療特別会計予算  

 平成２２年度館山市の後期高齢者医療特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ６９５，２６０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

  

 

平成２２年２月２５日提出 

 

館 山 市 長  金 丸  謙 一 
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館山市役所
第１表　歳入歳出予算　歳　入

館山市役所
（単位　千円）
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館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
　歳　出
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平 成 ２ ２ 年 度 

 
 

館山市歳入歳出予算事項別明細書 
 

（後期高齢者医療特別会計の部） 
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館山市役所
２　歳　入

館山市役所
（単位　千円）
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館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
３　歳　出
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給　与　費　明　細　書

１　一　般　職

　（１）　総　括

報 酬 給 料 職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 3 - 8,073 3,376 11,449 2,388 13,837

前 年 度 4 - 12,753 6,209 18,962 3,401 22,363

比 較 △ 1 - △ 4,680 △ 2,833 △ 7,513 △ 1,013 △ 8,526

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 0 - 0 108 0

職 員 手 当 前 年 度 78 - 0 252 0

比 較 △ 78 - 0 △ 144 0

時 間 外

の 内 訳 勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 455 10 1,861 942 0

前 年 度 900 10 3,236 1,683 50

比 較 △ 445 0 △ 1,375 △ 741 △ 50

区 分
休日勤務手当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

区 分
職 員 数

給 与 費
共 済 費 合 計 備 考

児 童 手 当

特殊勤務手当地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
区 分

扶 養 手 当
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説 明 （千円）

給料 △ 4,680 1 給与改定に伴う減少分 △ 5 前年度給与改定 △ 5 給与改定の状況

△0.19%

2 昇給に伴う増加分 251 本年度昇給に伴う増加分 251

3 その他の減少分 △ 4,926 職員異動等に伴う減少分 △ 4,591 職員数の異動状況

給与抑制措置に伴う減少分 △ 335 (予算） （実数） (再任用)

　本年度 3 人 3 人 0 人

　前年度 4 人 4 人 0 人

　増　減 △ 1 人 △ 1 人 0 人

　採用及び退職の状況等

採用等 退職等 異動等

20年度 0 人 2 人 0 人

21年度 0 人 0 人 0 人

22年度 0 人 0 人 △ 1 人

      （21年度退職及び22年度は見込）

職員 △ 2,833 1 給与改定に伴う減少分 △ 245 前年度給与改定 △ 245 給与改定の状況

手当 期末勤勉手当△0.35月

2 その他の減少分 △ 2,588 職員異動等に伴う減少分 △ 2,038

業務量変更等に伴う減少分 △ 445

給与抑制措置に伴う減少分 △ 105

備 考
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１　級 - - 

２　級 3 100.0

３　級 - - 

４　級 - - 

５　級 - - 

６　級 - - 

７　級 - - 

８　級 - - 

計 3 100.0

　　イ　初任給 １　級 - -

２　級 3 100.0

３　級 - -

４　級 - -

５　級 - -

６　級 - -

７　級 - -

８　級 - -

計 3 100.0

（注） 構成比は，小数点以下第２位を四捨五入したものである。

（級別の標準的な職務内容）　　一般会計と同じ

（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員1人当たり給与

　　　　　　　一般会計と同じ

225,233

231,625

３０歳３月

一 般 行 政 職

226,567

232,294

３１歳１１月

区　　　　　　　　　　分

２２年１月１日現在

２１年１月１日現在

平均給料月額　（円）

平均給与月額　（円）

平　 均　 年　 齢

平均給料月額　（円）

平均給与月額　（円）

平　 均　 年　 齢

２１年１月１日現在

　　ウ　級別職員数

区　　　分 級　別
一 　般 　行 　政 　職

職 員 数   （人） 構 成 比   （％）

２２年１月１日現在
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　　エ　昇給

　　　　　　　一般会計と同じ

 職　　員　　数　　　 　(A) （人）

 昇給に係る職員数   (B) （人） 　　キ　地域手当

１号給 （人） 無

２号給 （人） 0％

３号給 （人） 0人

号給数別内訳 ４号給 （人） 0％

５号給 （人）

６号給 （人）

７号給 （人） 　　ク　その他の手当

８号給 （人） 　　　　　　　一般会計と同じ

 比　　　率　　　(B) / (A) （％）

 職　　員　　数　　　 　(A) （人）

 昇給に係る職員数   (B) （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

号給数別内訳 ４号給 （人）

５号給 （人）

６号給 （人）

７号給 （人）

８号給 （人）

 比　　　率　　　(B) / (A) （％）

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　　　　　　一般会計と同じ

4

- 

支　　給　　対　　象　　地　　域

4

100.0

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

- 

支　　 　  　　　給　　　   　　　率

支　 給　 対　 象　 職　 員　 数

国の指定基準に基づく支給率

一　般　行　政　職

前
　
年
　
度 - 

- 

- 

4

100.0

- 
- 
- 

- 

区　　　　　　　　分

- 

- 
- 

3

3

- 

本
　
年
　
度

3

- 
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　過年度議決済に係る分 （単位　千円）

期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

後期高齢者システムの借り上げに係る使用料
及び賃借料
　平成21.12　議決

10,000
平成22年度から
平成27年度まで

10,000 10,000

後期高齢者システムの保守点検等に係る委託
料
　平成21.12　議決

7,500 平成22年度 7,500 7,500

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額
又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

○ 事 項 ○ ○ 限 度 額 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○
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館 山 市 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算 
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議案第６号 

平 成 ２ ２ 年 度 館 山 市 介 護 保 険 特 別 会 計 予 算  

 平成２２年度館山市の介護保険特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ３，９２６，８７３千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項，期間及び限度額は，

「第２表 債務負担行為」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は，１００，０００千円

と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定

める。 

（１） 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

平成２２年２月２５日提出 

 

館 山 市 長  金 丸  謙 一 
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館山市役所
第１表　歳入歳出予算　歳　入

館山市役所
（単位　千円）
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館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
　歳　出
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第２表　債務負担行為
（単位　千円）

事 項 期 間 限     度     額

介護保険システムの借り上げによる使用料，賃借料及び保守委託料
平成２３年度から
平成２７年度まで

21,000
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平 成 ２ ２ 年 度 

 
 

館山市歳入歳出予算事項別明細書 
 

（ 介 護 保 険 特 別 会 計 の 部 ） 
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館山市役所
２　歳　入

館山市役所
（単位　千円）
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館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
３　歳　出
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１　特　別　職

期 末 手 当

年間支給率

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

長 等 - - - - - - - - - - 

議 員 - - - - - - - - - - 

その他の特別職 20 10,593 - - - - - 10,593 - 10,593

計 20 10,593 - - - - - 10,593 - 10,593

長 等 - - - - - - - - - - 

議 員 - - - - - - - - - - 

その他の特別職 20 10,914 - - - - - 10,914 - 10,914

計 20 10,914 - - - - - 10,914 - 10,914

長 等 - - - - - - - - - - 

議 員 - - - - - - - - - - 

その他の特別職 0 △ 321 - - - - - △ 321 - △ 321

計 0 △ 321 - - - - - △ 321 - △ 321

備 考

給 与 費

比

較

給 　与 　費 　明 　細 　書

区 分
職 員 数

報 酬 給 料 地 域 手 当 寒冷地手当

前

年

度

本

年

度

共 済 費 合 計
その他手当 計

－228－



２　一　般　職

　（１）　総　括

報 酬 給 料 職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 11 - 38,529 18,013 56,542 11,544 68,086

前 年 度 11 - 41,190 21,214 62,404 11,073 73,477

比 較 0 - △ 2,661 △ 3,201 △ 5,862 471 △ 5,391

時 間 外

勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 450 - 684 1,038 0 1,463

職 員 手 当 前 年 度 720 - 543 923 0 2,100

比 較 △ 270 - 141 115 0 △ 637

の 内 訳

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 20 485 9,162 4,591 120

前 年 度 20 545 10,724 5,519 120

比 較 0 △ 60 △ 1,562 △ 928 0

児 童 手 当

特殊勤務手当

区 分
職 員 数

給 与 費
共 済 費 合 計 備 考

区 分

通 勤 手 当
区 分

扶 養 手 当

管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当

地 域 手 当 住 居 手 当

休日勤務手当
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説 明 （千円）

給料 △ 2,661 1 給与改定に伴う減少分 △ 63 前年度給与改定 △ 63 給与改定の状況

△0.19%

2 昇給に伴う増加分 809 本年度昇給に伴う増加分 809

3 その他の増減分 △ 3,407 昇格に伴う増加分 84 職員数の異動状況

職員異動等に伴う減少分 △ 1,676 (予算） （実数） (再任用)

給与抑制措置に伴う減少分 △ 1,815 　本年度 11 人 11 人 0 人

　前年度 11 人 11 人 0 人

　増　減 0 人 0 人 0 人

　採用及び退職の状況等

採用等 退職等 異動等

20年度 0 人 0 人 1 人

21年度 0 人 0 人 0 人

22年度 0 人 0 人 0 人

      （21年度退職及び22年度は見込）

職員 △ 3,201 1 給与改定に伴う減少分 △ 1,211 前年度給与改定 △ 1,211 給与改定の状況

手当 期末勤勉手当△0.35月

2 その他の減少分 △ 1,990 職員異動等に伴う減少分 △ 464

業務量変更等に伴う減少分 △ 637

給与抑制措置に伴う減少分 △ 889

備 考
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１　級 1 9.1

２　級 2 18.2

３　級 4 36.4

４　級 2 18.2

５　級 1 9.1

６　級 - - 

７　級 1 9.1

８　級 - - 

計 11 100.0

　　イ　初任給 １　級 - - 

２　級 5 45.5

３　級 2 18.2

４　級 2 18.2

５　級 - - 

６　級 1 9.1

７　級 1 9.1

８　級 - - 

計 11 100.0

（注） 構成比は，小数点以下第２位を四捨五入したものである。

（級別の標準的な職務内容）　　一般会計と同じ

（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員1人当たり給与

　　　　　　　一般会計と同じ

303,509

331,757

３９歳０月

一 般 行 政 職

298,880

324,681

３７歳９月

区　　　　　　　　　　分

２２年１月１日現在

２１年１月１日現在

平均給料月額　（円）

平均給与月額　（円）

平　 均　 年　 齢

平均給料月額　（円）

平均給与月額　（円）

平　 均　 年　 齢

２１年１月１日現在

　　ウ　級別職員数

区　　　分 級　別
一 　般 　行 　政 　職

職 員 数   （人） 構 成 比   （％）

２２年１月１日現在
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　　エ　昇給

　　　　　　　一般会計と同じ

 職　　員　　数　　　 　(A) （人）

 昇給に係る職員数   (B) （人） 　　キ　地域手当

１号給 （人） 無

２号給 （人） 0％

３号給 （人） 0人

号給数別内訳 ４号給 （人） 0％

５号給 （人）

６号給 （人）

７号給 （人） 　　ク　その他の手当

８号給 （人） 　　　　　　　一般会計と同じ

 比　　　率　　　(B) / (A) （％）

 職　　員　　数　　　 　(A) （人）

 昇給に係る職員数   (B) （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

号給数別内訳 ４号給 （人）

５号給 （人）

６号給 （人）

７号給 （人）

８号給 （人）

 比　　　率　　　(B) / (A) （％）

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　　　　　　一般会計と同じ

8

- 

支　　給　　対　　象　　地　　域

11

100.0

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

- 

支　　 　  　　　給　　　   　　　率

支　 給　 対　 象　 職　 員　 数

国の指定基準に基づく支給率

一　般　行　政　職

前
　
年
　
度 - 

- 

2

11

100.0

- 
1
- 

- 

区　　　　　　　　分

- 

- 
1

11

9

- 

本
　
年
　
度

11

1
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（その１）　当該年度提出に係る分 （単位　千円）

期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

介護保険システムの借り上げによる使用料，
賃借料及び保守委託料

21,000
平成23年度から
平成27年度まで

21,000 21,000

（その2）　過年度議決済に係る分 （単位　千円）

期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

介護保険システム保守委託料
　平成17.12　議決

24,000
平成18年度から
平成21年度まで

18,194 平成22年度 4,549 4,549

包括的支援事業に係る委託料
　平成20.12　議決

214,090 平成21年度 49,000
平成22年度から
平成23年度まで

146,152 88,787 57,365

配食サービス事業委託料
　平成20.12　議決

46,000 平成21年度 21,072 平成22年度 24,000 14,580 9,420

介護予防事業に係る委託料
　平成21.12　議決

5,300 平成22年度 5,300 1,988 3,312

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額
又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

○ 事 項 ○ ○ 限 度 額 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

○ 事 項 ○ ○ 限 度 額 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○
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館山市学童災害共済事業特別会計予算 
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議案第７号 

平成２２年度館山市学童災害共済事業特別会計予算  

 平成２２年度館山市の学童災害共済事業特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ１，６６４千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

  

 

平成２２年２月２５日提出 

 

館 山 市 長  金 丸  謙 一 
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館山市役所
第１表　歳入歳出予算　歳　入

館山市役所
　歳　出

館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
（単位　千円）



 
平 成 ２ ２ 年 度 

 
 

館山市歳入歳出予算事項別明細書 
 

（学童災害共済事業特別会計の部） 
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館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
２　歳　入

user
テキストボックス
要保護及び準要保護児童生徒分
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館山市役所
３　歳　出

館山市役所
（単位　千円）
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平 成 ２ ２ 年 度 
 
 

館 山 市 下 水 道 事 業 特 別 会 計 予 算 
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議案第８号 

平 成 ２ ２ 年 度 館 山 市 下 水 道 事 業 特 別 会 計 予 算  

 平成２２年度館山市の下水道事業特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ９２１，５７０千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項，期間及び限度額は，

「第２表 債務負担行為」による。 

  （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，

「第３表 地方債」による。 

 

平成２２年２月２５日提出 

 

館 山 市 長  金 丸  謙 一 
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館山市役所
第１表　歳入歳出予算　歳　入

館山市役所
（単位　千円）



－249－

館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
　歳　出



第２表　債務負担行為
（単位　千円）

事 項 期 間 限     度     額

受益者負担金システム借上料
平成２３年度から
平成２７年度まで

6,500
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第 ３ 表　地方債

（単位　千円）

起　債　の　目　的 限 度 額 起 債 の 方 法 利　　　率 償　　還　　の　　方　　法

下 水 道 事 業 227,900

資 本 費 平 準 化 債 65,300

普 通 貸 借
又 は
証 券 発 行

年利５．０％以内（ただし，
利率見直し方式で借り入
れる資金について，利率
の見直しを行った後にお
いては，当該見直し後の
利率）

政府資金についてはその融資条件により，銀行そ
の他の場合にはその債権者と協定するものによる。
ただし， 市財政の都合により据置期間及び償還期
限を短縮し，又は繰上償還若しくは低利に借換え
することができる。
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平 成 ２ ２ 年 度 

 
 

館山市歳入歳出予算事項別明細書 
 

（ 下 水 道 事 業 特 別 会 計 の 部 ） 
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館山市役所
２　歳　入

館山市役所
（単位　千円）
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館山市役所
（単位　千円）

館山市役所
３　歳　出
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１　特　別　職

期 末 手 当

年間支給率

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

長 等 - - - - - - - - - - 

議 員 - - - - - - - - - - 

その他の特別職 10 102 - - - - - 102 - 102

計 10 102 - - - - - 102 - 102

長 等 - - - - - - - - - - 

議 員 - - - - - - - - - - 

その他の特別職 10 102 - - - - - 102 - 102

計 10 102 - - - - - 102 - 102

長 等 - - - - - - - - - - 

議 員 - - - - - - - - - - 

その他の特別職 0 0 - - - - - 0 - 0

計 0 0 - - - - - 0 - 0

備 考

給 与 費

比

較

給 　与 　費 　明 　細 　書

区 分
職 員 数

報 酬 給 料 地 域 手 当 寒冷地手当

前

年

度

本

年

度

共 済 費 合 計
その他手当 計
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２　一　般　職

　（１）　総　括

報 酬 給 料 職 員 手 当 計
(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 8 -　 30,246 15,544 45,790 9,136 54,926

前 年 度 8 -　 33,086 18,439 51,525 8,954 60,479

比 較 0 -　 △ 2,840 △ 2,895 △ 5,735 182 △ 5,553

時 間 外

勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 1,524 - 246 373 0 1,260

職 員 手 当 前 年 度 1,464 - 258 315 0 2,100

比 較 60 - △ 12 58 0 △ 840

管理職員特別

の 内 訳 勤 務 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 10 485 7,517 3,639 490 0

前 年 度 10 512 8,850 4,440 490 0

比 較 0 △ 27 △ 1,333 △ 801 0 0

地 域 手 当 住 居 手 当

区 分
職 員 数

給 与 費
共 済 費 合 計 備 考

区 分

通 勤 手 当 特殊勤務手当
区 分

扶 養 手 当

管 理 職 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 児 童 手 当休日勤務手当
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （千円） 説 明 （千円）

給料 △ 2,840 1 給与改定に伴う減少分 △ 62 前年度給与改定 △ 62 給与改定の状況

△0.19%

2 昇給に伴う増加分 476 本年度昇給に伴う増加分 476

3 その他の増減分 △ 3,254 昇格に伴う増加分 251 職員数の異動状況

職員異動等に伴う減少分 △ 2,005 (予算） （実数） (再任用)

給与抑制措置に伴う減少分 △ 1,500 　本年度 8 人 8 人 0 人

　前年度 8 人 8 人 0 人

　増　減 0 人 0 人 0 人

　採用及び退職の状況等

採用等 退職等 異動等

20年度 0 人 2 人 0 人

21年度 0 人 0 人 0 人

22年度 0 人 0 人 0 人

      （21年度退職及び22年度は見込）

職員 △ 2,895 1 給与改定に伴う減少分 △ 986 前年度給与改定 △ 986 給与改定の状況

手当 期末勤勉手当△0.35月

2 その他の減少分 △ 1,909 職員異動等に伴う減少分 △ 180

業務量変更等に伴う減少分 △ 840

給与抑制措置に伴う減少分 △ 889

備 考
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１　級 - - 

２　級 2 25.0

３　級 3 37.5

４　級 1 12.5

５　級 - - 

６　級 2 25.0

７　級 - - 

８　級 - - 

計 8 100.0

　　イ　初任給 １　級 - - 

２　級 1 12.5

３　級 4 50.0

４　級 1 12.5

５　級 - - 

６　級 2 25.0

７　級 - - 

８　級 - - 

計 8 100.0

（注） 構成比は，小数点以下第２位を四捨五入したものである。

（級別の標準的な職務内容）　　一般会計と同じ

（３）　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員1人当たり給与

340,975

389,656

一 般 行 政 職

323,220

359,398

平均給与月額　（円）

４０歳６月平　 均　 年　 齢

　　　　　　　一般会計と同じ

　　ウ　級別職員数

４２歳７月

２１年１月１日現在

平　 均　 年　 齢

区　　　　　　　　　　分

２２年１月１日現在

２１年１月１日現在

平均給料月額　（円）

平均給与月額　（円）

平均給料月額　（円）

一 　般 　行 　政 　職

職 員 数   （人） 構 成 比   （％）
区　　　分 級　別

２２年１月１日現在
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　　エ　昇給

　　　　　　　一般会計と同じ

 職　　員　　数　　　 　(A) （人）

 昇給に係る職員数   (B) （人） 　　キ　地域手当

１号給 （人） 無

２号給 （人） 0％

３号給 （人） 0人

号給数別内訳 ４号給 （人） 0％

５号給 （人）

６号給 （人）

７号給 （人） 　　ク　その他の手当

８号給 （人） 　　　　　　　一般会計と同じ

 比　　　率　　　(B) / (A) （％）

 職　　員　　数　　　 　(A) （人）

 昇給に係る職員数   (B) （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

号給数別内訳 ４号給 （人）

５号給 （人）

６号給 （人）

７号給 （人）

８号給 （人）

 比　　　率　　　(B) / (A) （％）

　　オ　期末手当・勤勉手当

　　　　　　　一般会計と同じ

87.5

- 

- 

- 

- 

- 
- 
- 
7

- 

87.5

8
7

6
- 
1

- 

一　般　行　政　職

支　　給　　対　　象　　地　　域

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

区　　　　　　　　分

8
7
- 
- 
- 

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

支　　 　  　　　給　　　   　　　率

支　 給　 対　 象　 職　 員　 数

国の指定基準に基づく支給率
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（その１）　当該年度提出に係る分 （単位　千円）

期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

受益者負担金システム借上料 6,500
平成23年度から
平成27年度まで

6,500 6,500

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額
又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

○ 事 項 ○ ○ 限 度 額 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○
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（その２）　過年度議決済に係る分 （単位　千円）

期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

パーソナルコンピュータ，電子複写機その他
事務用機器の借り上げ等に係る使用料及び賃
借料
　平成20.3　 議決

4,000 平成21年度 538
平成22年度から
平成25年度まで

1,759 1,759

パーソナルコンピュータ，図面複写機その他
事務用機器の保守点検に係る委託料
　平成20.3　 議決

1,200 平成21年度 200
平成22年度から
平成25年度まで

676 676

電子複写機その他事務用機器の保守点検に係
る委託料
　平成20.12　議決

1,935 平成21年度 430
平成22年度から
平成25年度まで

1,505 1,505

鏡ケ浦クリーンセンターにおける施設の維持
管理及び清掃に係る委託料
　平成20.12　議決

1,800 平成21年度 643 平成22年度 70 70

鏡ケ浦クリーンセンターにおける施設の維持
管理及び水質検査に係る委託料
　平成21.3　 議決

132,000
平成22年度から
平成23年度まで

132,000 132,000

館山市公共下水道事業再評価業務委託料
　平成21.3　 議決

5,600 平成22年度 5,600 5,600

パーソナルコンピュータ，電子複写機その他
事務用機器の借り上げ等に係る使用料及び賃
借料
　平成21.12　 議決

1,500
平成22年度から
平成26年度まで

1,500 1,500

電子複写機その他事務用機器の保守点検に係
る委託料
　平成21.12　議決

500
平成22年度から
平成26年度まで

500 500

鏡ケ浦クリーンセンターにおける電気設備点
検及び清掃に係る委託料
　平成21.12　議決

1,000 平成22年度 1,000 1,000

汚泥運搬及び処理に係る委託料
　平成21.12　 議決

13,000 平成22年度 13,000 13,000

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末 ま で の 支 出 額

○ 事 項 ○ ○ 限 度 額 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○
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期　　　　間 金　　　額 期　　　　間 金　　　額 国県支出金 地 方 債 そ の 他

○ 事 項 ○ ○ 限 度 額 ○

○ 前 年 度 末 ま で の ○
○ 支 出 （ 見 込 ） 額 ○

○ 当 該 年 度 以 降 ○
○ 支 出 予 定 額 ○

○ 左 の 財 源 内 訳 ○

○ 特 定 財 源 ○
○ 一 般 財 源 ○

下水道使用料納入通知書等印刷費
　平成21.12　 議決

800 平成22年度 800 800

下水道使用料収納事務等に係る委託料
　平成21.12　 議決

3,500 平成22年度 3,500 3,500
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（単位　千円）

235,030 5,697,070計 5,597,009 5,638,900 293,200

5,284,364

資 本 費 平 準 化 債 288,200 355,400 65,300 7,994 412,706

下 水 道 債 5,308,809 5,283,500 227,900 227,036

地 方 債 の 前 前 年 度 末 に お け る 現 在 高 並 び に 前 年 度 末 及 び

当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

当該年度末現在高
見 込 額

区　　　　　　　　分
前 前 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末 現 在 高
見 込 額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中
元 金 償 還見 込額
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